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第２章 区立短期大学設置の要件と可能性 
 
１ 組織と人員配置から考える区立短期大学 
 
（１）板橋コミュニティ・カレッジの基本コンセプト 
 
 地域デザインフォーラム第４分科会において出されたコミュニ

ティ・カレッジ構想の骨子は次のような内容であった。 

 
・区立のコミュニティ・カレッジとして、学校教育法に定め

られた正式な２年制の短期大学を設置する。 

・運営主体は、板橋区もしくは第三セクター方式などを考え

ていく。 

・板橋区内にある施設を活用したサテライト方式の可能性を

探る。 

・板橋区内にある大学や企業、NPO 法人や、知識・技能を持

つ区民の協力を得ていく。 

・学生の対象としては、主婦や高齢者のほか、高校・大学の

中退者など、広く想定していく。 
 
 平成 16 年度の報告書では、地方自治体における先駆的な生涯

学習の取り組みとして TAMA 市民塾（東京都多摩市）、清見潟大

学塾（静岡県静岡市）、東松山市きらめき市民大学（埼玉県東松

山市）、いたばしグリーンカレッジ（東京都板橋区）などを紹介

した。これらの事業では、「大学」「カレッジ」という名称がつい

ていたり、２年制のカリキュラムを組んでいたりするものの、正

式な大学（あるいは短期大学）の位置付けではないことから、学

士や準学士の学位を取得することはできない。一方、学校教育法

や大学設置基準などの縛りを受けず、自治体独自の考えにより教

育課程や組織、施設などを設けることができるため、教員やカリ

キュラム、住民参加の点などで独自性が発揮されている。 
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図表６ 清見潟大学塾の組織と職員 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

講座期間は毎年 10 月 1 日から翌年 9 月 30 日までの 1 年間。 
・市内 17 公民館などに於いて 3 学部 138 講座を展開。月 1 回

講座と月 2 回講座有り。 
・「教えることも生涯学習であり、生きがいである」という視

点に立って、教授公募制を採用。現在教授 96 名。 
 出典：清見潟大学塾ホームページより 
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 今回の構想では、文部科学省から設置認可を受け、規定の単位

を取れば準学士の学位を取得することができ、卒業後には４年制

大学への編入が認められる正式な短期大学を目指している。従っ

て、ここでは設置認可の要件を満たし、区立短期大学を実現化す

る方策を探っていくこととする。 

 
（２）大学設置と地方公共団体 
 
 地方公共団体が大学（あるいは短期大学）を設置する場合、ど

のような組織が考えられるのか、最近の公立大学の状況を参考に

みていくことにする。 

 平成 17 年４月１日現在、全国には 73 校の公立大学がある。平

成 17 年度の新設大学は６大学、うち４大学は再編統合であるこ

とから察せられるように、今、公立大学のあり方が見直され、公

立大学としての役割や目的の再確認とともに、時代に合った組織

についても検討が図られている。 
 

図表７ 公立大学法人のしくみ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
出典：文部科学省ホームページより 
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 公立大学見直しの大きな契機となったのが、行政改革大綱（平

成 12 年 12 月閣議決定）において、「国における独立行政法人化

の実施状況等を踏まえて、独立法人制度についての地方への導入

を検討する」方向性が示されたことである。そのことを受け、平

成 15 年７月に地方独立行政法人法が成立し、「公立大学法人制

度」が創設された。現在、地方公共団体が大学を設置する場合に

は、地方公共団体の選択により、公立大学の法人化が可能になっ

ている。 

 文部科学省ホームページには、公立法人制度のポイントとして

次のような点が挙げられている。 

 
〇地方公共団体の選択により、公立大学の法人化が可能 
〇「国立大学法人」の制度設計にならい、必要な特例を規定 
 例）大学の教育研究の特性に配慮、学長選考手続、経営お

よび教学に関する審議機関の設置 
〇具体的な法人の組織運営等は、地方公共団体の裁量に委ね

る弾力的な制度設計 
〇法人の設立は、議会の議会を経て定款を「総務大臣及び文

部科学大臣」が認可 
⇒地域社会での知的・文化的拠点として、更なる発展の契機

となることを期待 
・自主自律的な環境の下、魅力ある教育研究を積極的に展開

（予算・人事等の規制緩和） 
・「民間的発想」によるマネジメント 
・能力・業績に応じた弾力的な人事システム（非公務員型） 
・情報公開、第三者評価による適切な資源配分、社会貢献の

増大 
 
 平成 17 年度の状況では、東京都（首都大学東京）を始め、岩

手県（岩手県立大学）、大阪府（大阪府立大学）、長崎県（県立長

崎シーボルト大学・長崎県立大学）、横浜市（横浜市立大学）、北

九州市（北九州市立大学）などで既に法人化がなされ、滋賀県立
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大学なども平成 18 年４月には公立大学法人立になる予定である。 

 板橋区で区立短期大学を設置する場合、区が直営で設置するこ

とも可能であるが、自主的、自律的な学校運営にふさわしい体制

という面から、公立大学法人立という選択肢も考えられる。その

場合、「公立大学法人化に関する公立大学協会見解」によれば、

次の過程を踏む必要がある。 

①板橋区として、公立大学法人立にするか直営とするかを判断

する。 

②区が定款を作成し、議会の議決を経て、東京都知事の認可を

受け、登記する。 

③区は、地方独立法人評価委員会を設置し、中期目標の審査を

行う体制を作る。 

④区は、公立大学法人の原案を踏まえて中期目標（１期６年）

を定め、公立大学法人が作成した中期計画を認可する。 

⑤定款の作成に当たっては、公立大学法人に相応しい運営組織

を定める。 

⑥同じく公立大学法人に相応しい人事制度を定める。 

⑦公立大学法人に相応しい財務会計制度を定める。 

 区が公立大学の法人化を実施するためには、最低限これだけの 

取り組みが必要となる。 

 

（３）短期大学設置基準からみた区立短期大学の教職員組織 
 
 経営母体を地方自治体にするにせよ公立大学法人にするにせよ、

学校教育法に規定された正式な短期大学を設立するためには、

「短期大学設置基準（文部科学省令）」の規定を満たす必要があ

る。ここでは、多くの規定の中から特に短期大学に必要とされる

教員組織、事務組織の面に焦点を当てることにする。 

 短期大学設置基準第 20 条では、「教育上主要と認められる授業

科目（以下「主要授業科目」という）は、原則として専任の教授

又は助教授が担当するものとし、主要授業科目以外の授業科目に

ついてもなるべく専任の教授又は講師が担当するものとする」と
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いうように、授業科目の担当を規定している。同第 22 条におい

ては、学科の種類と１学科の入学定員等を基本に、短期大学設置

基準別表第一（第 22 条関係）において専任教授数が規定されて

いる（図表９）。更に、別表第一に定める教員数は、教授、助教

授又は講師の数を示し、その３割以上は教授とするなど、備考の

中にも詳細な規定がある。 

 
図表８ 公立大学法人大阪府立大学組織図 

 

 
  

出典：大阪府立大学ホームページより。 
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 こうした教員数、その内の専任教員数や教授の割合といった規

定のほか、短期大学の教員には、学長以下、教授、助教授、講師、

助手に至るまで、それぞれ資格要件が定められている。例えば、

同第 23 条に掲げられている教授の資格は次の通りである。 

 
第 23 条 教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに

該当し、かつ、短期大学における教育を担当するにふさわし

い教育上の能力を有すると認められる者とする。 

一 博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学

位を含む）を有し、研究上の業績を有する者 

二 研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者 

三 学位規則（昭和二十八年文部省令第九号）第五条二に規

定する専門学位（外国において授与されたこれに相当する

学位を含む。）を有し、当該専門職学位の専攻分野に関する

実務上の業績を有する者 

 四 芸術上の優れた業績を有すると認められる者及び実際的

な技術の習得を主とする分野にあっては実際的な技術に秀

でていると認められる者 

五 大学（短期大学を含む。以下同じ）又は高等専門学校に

おいて教授、助教授又は専任の講師の経歴（外国における

これらに相当する教員としての経歴を含む。）のある者 

六 研究所、試験所、病院等に在職し、研究上の業績を有す

る者 

七 特定の分野について、特に優れた知識及び経験を有する

と認められる者 
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図表９ 短期大学設置基準別表第一（第 22 条関係） 
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 以上のことから、もし仮に、公立学校法人として、社会学系１

学科（入学定員 200 名）の短期大学を設置する場合には、学長以

外の教員だけでも９名（内３名以上が教授、４名以上が専任）を

確保する必要がある。実際には、修業年限二年の短期大学の場合、

卒業要件として２年以上在学、62 単位以上を修得するという卒

業要件を満たすようなカリキュラムと教員を配置することが必要

となるため、非常勤などを含め規定以上の教員配置で対応する必

要があると考えられる。 

 教員組織のほか、短期大学には、専任の職員を置く適当な事務

組織（短期大学設置基準第 34 条）および厚生補導の組織（同第

35 条）を設けるものとされている。 

 成績管理、学籍管理のほか、入試事務や授業料収納事務、更に

短期大学の重要な役割として不可欠なのが就職指導を含む学生へ

の指導・相談である。最近の傾向では、就職対策を考慮して、短

期大学ではあっても専門学校に近い実学的な要素が求められてい

ると言われている。そのため、資格取得に係る事務も増加してい

ると考えられる。その他、当該大学の教育および研究、組織およ

び運営ならびに施設および設備の状況についての自己評価、認証

評価に関する事務も規定されており、教員組織と並び事務部門の

組織も重要となっている。 

 法人化した場合、更に必要となるのが法人事務を担当する職員

である。学校法人として「役員会」「経営審議会」「教育研究評議

会」などを運営するほか、情報公開や第三者評価への対応など、

重要な事務を担う体制が必要になる。 
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図表 10 学校法人佐久学園信州短期大学事務組織 

 
出典：信州短期大学ホームページより 

 
（４）規制緩和と板橋区立短期大学の可能性 
 
 生涯学習の視点で設置する市民大学や高齢者大学と異なり、卒

業すれば大学への編入が可能であるような正規の短期大学を設置

するためには、ボランティアや NPO 法人等の人材活用、公の施

設や学校施設の有効活用をもってしても、条件整備には相当の経

費と職員の雇用・配置が必要であることがわかる。 

 しかしながら、近年、規制緩和の動きが著しい。少子高齢化の

進展や多様な教育ニーズへの対応など、時代の変化に合わせた対

応や試みがなされている。例えば、従来、学校の設置主体は国、
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地方公共団体もしくは学校法人に限られていたものが、構造改革

特区による特例措置として株式会社、NPO 法人による学校設置

が認められたことは画期的であった。 

 

図表 11 実現した構造改革特区の例 
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出典：「あなたもできる構造改革（内閣官房構造改革特区推進室、内閣府構

造改革特区・地域再生担当室）」より 
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 また、文部科学省では、大学審議会の答申を受け、「個性豊か

で多様な大学が発展していくためには、社会の変化に対応して、

大学の新設や学部・学科等の組織づくりが柔軟に行えるようにす

ることが大切」という観点から、大学の質を保証する仕組みを

「事前規制から事後チェックへ」と改善することと合わせ、大学

等の設置基準や設置認可制度の大幅な弾力化を図ってきている。

例えば、教員の資格に関して、学術的な研究業績を全く持たない

実務家でも、専攻分野の知識及び経験に応じて教授等になること

が認められるようになった。校地・校舎においても、自己所有要

件を緩和し、一定の条件の下、借用でも可能になった。 
 こうした状況の中で、相当の公費負担が不可欠であることを条

件に、制度上の要件に限れば、区立短期大学の設立の可能性があ

ると考えられるだろう。 
 
【参考資料１】 公立大学法人の制度設計について 

１ 公立大学法人の制度設計のポイント 
 ○ 地方公共団体の選択により、公立大学の法人化が可能 
 ○ 「国立大学法人」の制度設計にならい、必要な特例を規定 
  → 具体的には、地方独立行政法人法において、「公立大学

法人」に関する独立した章を設け、大学における教育研究

の特性に配慮する特例を規定 
 ○ ただし、具体的な法人の組織運営等は、地方公共団体の裁

量にゆだねる弾力的な制度設計 
 
２ 地方独立行政法人との比較 

 公立大学法人 地方独立行政法人 

法人の 
設 立 

○ 議会の議決を経て国等が認可 
 ＊ 都道府県が設立する場合は、総

務・文部科学大臣の共同認可 

○ 議会の議決を経て国等が認可 
 ＊ 都道府県が設立する場合は、総

務大臣の認可 
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役員の 
任 命 

○ 理事長 ＝ 学長 とする 
（但し、地方公共団体の選択で、別に

理事長を任命することも可） 
○ 理事長である学長の任命（解任）

は「選考機関」の選考（申出）に基

づいて設立団体の長が行う 
○ 理事長でない学長についても、同

様の手続きを経て、理事長が行う 
○ 教員の任免についても、大学の意

向を尊重する手続を規定 

○ 理事長の任命（解任）を設立団体

の長が行う 

運営組織 ○ 運営組織を法令で規定 
 （具体的な構成員、審議事項は定款

で規定） 
 ・経営審議機関、教育研究審議機関

を設置 
 ・なお、役員会などその他の機関に

ついては、設立団体の判断によ

り、定款等で設置 

○ 具体的な運営組織は定款等で規定 

目標・ 
評価 

○ 設立団体の長が中期目標を策定

（法人意見に配慮）  
・自己点検評価及び情報公開に関する

事項も記載 
○ 中期目標期間は、６年間 
○ 地方独立行政法人評価委員会が評

価（認証評価機関の専門的な評価を

踏まえる） 

○ 設立団体の長が中期目標を策定 
○ 中期目標期間は、３～５年間 
○ 地方独立行政法人評価委員会が評

価 

身 分 ○ 非公務員型 ○ 業務の内容等により判断 
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３ 国立大学法人との比較 
 国立大学法人 公立大学法人 

法人の 

設 立 
○ 各大学（法人）の設置を法律で規

定 
 ＊ 法律で一律法人化 
 

○ 議会の議決を経て国等が認可 
 ＊ 地方公共団体の判断により、法

人化 

役員の 
任 命 

○ 理事長 ＝ 学長とする 
○ 学長の任命（解任）は「学長選考

会議」の選考（申出）に基づいて文

部科学大臣が行う 

○ 理事長 ＝ 学長とする（但し、

地方公共団体の選択で、別に理事長

を任命することも可） 
○ 理事長である学長の任命（解任）

は「選考機関」の選考（申出）に基

づいて設立団体の長が行う 
○ 理事長でない学長についても、同

様の手続きを経て、理事長が行う 

運営組織 ○ 運営組織を法令で規定 
 （具体的な構成員、審議事項等を規

定） 
 ・経営協議会、教育研究評議会を設

置 
 ・特定の重要事項を議決する役員会

を設置 

○ 運営組織を法令で規定 
（具体的な構成員、審議事項は定款で

規定） 
 ・経営審議機関、教育研究審議機関

を設置 
 ・なお、役員会などその他の機関に

ついては、設立団体の判断によ

り、定款等で設置 

目標・ 
評価 

○ 文部科学大臣が中期目標を策定

（法人意見に配慮） 
○ 中期目標期間は、６年間 
○ 国立大学法人評価委員会が評価 

○ 設立団体の長が中期目標を策定

（法人意見に配慮） 
○ 中期目標期間は、６年間 
○ 地方独立行政法人評価委員会が評

価（認証評価機関の専門的な評価を

踏まえる） 

身 分 ○ 非公務員型 ○ 非公務員型 
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【参考資料２】 シニア世代のための大学づくり 
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